
















































































Social and Regional Engagement of Higher Education Institutions in Japan 
Kazuhiro NOZAWA   




This study investigates the current status and characteristics of social and regional engagement, 
including management aspects, relationship with government, continuing professional 
development and consulting services, of higher education institutions (universities and colleges) 
in Japan. With regards to social and regional engagement, many institutions have provided a 
variety of program. Especially national universities, which are often classified as comprehensive 
universities including sience and technology departments, have a wide range of programs in places 
that facilitate social and regional engagement. Many of higher education institutions have 
developed the organizational structure and operational management. While many national and 
public universities have set up incentivizing measures to encourage professors to engage with the 
society, many of private universities and junior colleges have yet to develop incentivizing 
measures. Although many national universities actively have engaged with their society, the 
procurement of the necessary human resource and financial capital to conduct programs is a 
critical challenge in the future.There were a wide variety of social and regional engagement 
programs run by different institutions that differ depending on institution classification, 






and guidelines, instituting a diverse system that reflects the unique organizational characteristics 
of the institution and needs of surrounding society would be more effective in developing social 
and regional engagement programs. By allowing institutions to devise a system that fits their 
schools and region, higher education institutions can facilitate more dynamic and active programs 
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図表 0-1 社会・地域貢献の取組（複数回答、「一番注力しているもの」は単一回答） 
 
 











































図表 0-2 地域貢献活動を行なっている地域（単一回答） 
 
 
③ 組織・マネジメント（本編 P.14～） 
・半数以上の学校で産学連携活動または産学連携以外の社会・地域貢献活動を統括する組
織を有しており、約 4 分の 3 の学校で社会・地域貢献活動に関する計画を策定していた。 
・社会・地域貢献活動に参加している教員の割合は平均 40.2％であった。国立大学では平
均 49.7％、公立大学では平均 58.4％と全体に比べ高い比率であった（図表 0-3）。 
・半数以上の学校が、社会・地域貢献活動への教員に対するインセンティブ（人事評価や
処遇への反映、予算の割り当て、表彰など）がなかったが、国立大学、公立大学、高等
専門学校では 6 割以上インセンティブがあった。 
・半数以上の学校で活動の評価が行われており、特に国立大学、公立大学、高等専門学校
では 4 分の 3 以上で行われていた。 
 














































































































































図表 0-4 社会・地域貢献活動を行う上で直面している課題 
（上段：あてはまるもの（複数回答）／下段：最もあてはまるもの（単一回答）） 
 









48.7% 46.5% 45.4% 37.5% 30.6% 27.6% 27.6% 25.3% 19.0% 18.6% 15.9% 15.4% 8.8% 7.0% 6.8% 5.9%
63.5% 66.2% 56.8% 41.9% 43.2% 35.1% 10.8% 32.4% 16.2% 35.1% 27.0% 12.2% 8.1% 9.5% 12.2% 2.7%
62.7% 31.3% 59.7% 31.3% 43.3% 28.4% 13.4% 26.9% 7.5% 16.4% 11.9% 4.5% 7.5% 7.5% 7.5% 4.5%
48.4% 45.2% 40.6% 39.9% 27.2% 30.1% 32.5% 26.5% 21.9% 17.6% 16.1% 18.7% 8.7% 7.4% 6.2% 5.9%
35.6% 44.6% 41.9% 35.6% 24.3% 20.3% 32.4% 17.1% 19.8% 16.2% 9.0% 13.1% 7.7% 5.9% 5.9% 8.6%










学生へ の教育に結びつかない学校として取組むテーマを打ち出すことが難しい適切な連携先が見つからない教員の研究活動に結びつかない 特になし教員が社会・ 地域貢献の取組に忙殺される 社会・ 地域貢献を担当する専門組織がない社会・ 地域貢献を担当する組織運営による学内の統括が難しい インセンティブの欠如により教員の参加意欲が低い学校としての戦略がない社会や地域の求めるニーズに学校が対応できない職員が不足している充分な収入や外部資金を確保できない教員が不足している教員に対する評価の基準がない その他
3.1% 11.6% 5.9% 4.6% 6.3% 5.7% 9.4% 2.3% 2.3% 1.8% 2.0% 2.4% 0.5% 0.9% 2.2% 5.5%
5.4% 20.3% 9.5% 2.7% 12.2% 12.2% 1.4% 4.1% 2.7%
1.4%
1.4% 1.4% 2.7%
9.0% 10.4% 9.0% 1.5% 7.5% 3.0% 9.0% 1.5% 1.5% 3.0% 1.5% 1.5% 4.5% 3.0%
2.1% 10.2% 3.8% 5.7% 5.3% 5.3% 11.3% 2.5% 1.5% 1.7% 2.8% 2.5% 0.4% 1.3% 2.5% 5.5%
1.4% 11.7% 5.9% 4.1% 4.1% 5.0% 9.9% 1.8% 3.6% 1.8% 1.4% 3.2% 0.5% 1.4% 8.6%













3. 専門人材の育成（本編 P.46～） 
・過半数の学校で社会人等の専門人材育成に係る講座が開催されており、特に国立大学で




約半数の学校で措置されていた。中でも国立大学と公立大学では 6 割以上であった。 
・課題としては、「専任教員数の不足」との回答が最も多かった。 
 




































































































































































図表 0-7 コンサルティングや技術指導等の実施状況（単一回答） 
 
 

























































































































































図表 1-1 学校種別発送数・有効回答数・有効回答率 
 国立大学 公立大学 私立大学* 短期大学 高等専門学校 
発送数 86 83 606 345 57 
有効回答数 74 67 471 222 49 







文部科学省 科学技術・学術政策研究所  
野澤 一博  第 3調査研究グループ 上席研究官（企画・調査票設計・分析・報告書執筆） 
伊集 美穂子 第 3調査研究グループ 事務補助員（調査補助） 
 
株式会社 リベルタス・コンサルティング 
菊池 雄一郎 コンサルタント   （調査票設計・アンケート実施・集計・分析・報告書執筆） 









回答校を所属学生数の規模でみると、1000 名以上～5000 名未満の学校 34.7％と最も多く、次いで
100名以上～500名未満が 25.1％、500名以上～1000名未満が 20.0％となっている（図表 2-1）。 
学校種別をみると、私立大学が 53.3％と最も多く、次いで短期大学 25.1％、国立大学 8.4％、公立
大学 7.6％、高等専門学校 5.5％の順であった（図表 2-2）。 
 
図表 2-1  回答校学生規模（単一回答）N=883 
 




























































                                                   
1 科学技術政策研究所（2009）『日本の大学に関するシステム分析』 
21.6% 33.4% 11.0% 16.9% 19.3% 16.1% 8.3% 21.5% 5.9% 1.0% 8.2% 2.7% 7.2% 15.6% 6.5% 5.0% 4.0% 19.7% 33.1%
27.0% 62.2% 28.4% 37.8% 13.5% 9.5% 40.5% 64.9% 41.9% 5.4% 52.7% 14.9% 18.9% 4.1% 8.1% 6.8% 6.8% 13.5% 39.2%
20.9% 6.0% 4.5% 14.9% 13.4% 16.4% 9.0% 17.9% 6.0% 1.5% 6.0% 1.5% 4.5% 7.5% 10.4% 3.0% 3.0% 46.3% 44.8%
25.8% 22.4% 15.5% 21.9% 28.2% 23.0% 7.7% 16.3% 2.8% 0.9% 6.0% 1.9% 10.1% 11.6% 6.5% 5.2% 5.6% 20.2% 38.7%
17.0% 64.7% 0.5% 4.1% 8.7% 7.8% 3.7% 1.8% 0.5% 1.4% 34.9% 6.0% 6.0% 0.9% 17.9% 21.6%













文学 法学・政治教育学・保育学 経済学 経営学・会計学 社会学・社会福祉学理学 工学 農学・ 林学・水産 獣医学 医学 歯学 薬学 家政学 美術 音楽 体育 看護・ 福祉その他
第1グループ 第2グループ 第3グループ
大阪大学 岡山大学 愛媛大学 秋田大学 奈良先端科学技術大学院大学 大阪医科大学 昭和大学 新潟薬科大学
京都大学 金沢大学 鹿児島大学 旭川医科大学 浜松医科大学 大阪電気通信大学 昭和薬科大学 日本獣医生命科学大学
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東北大学 神戸大学 熊本大学 岩手大学 福井大学 学習院大学 成蹊大学 福山大学
千葉大学 群馬大学 宇都宮大学 北陸先端科学技術大学院大学 神奈川大学 聖マリアンナ医科大学 法政大学
筑波大学 静岡大学 大分大学 宮崎大学 金沢工業大学 摂南大学 北陸大学
広島大学 信州大学 大阪教育大学 山梨大学 川崎医科大学 千葉工業大学 星薬科大学
北海道大学 徳島大学 お茶の水女子大学 和歌山大学 関西医科大学 中央大学 北海道医療大学
慶應義塾大学 富山大学 帯広畜産大学 会津大学 関西大学 中部大学 明海大学
日本大学 東京医科歯科大学 香川大学 九州歯科大学 関西学院大学 帝京大学 明治大学
早稲田大学 新潟大学 北見工業大学 岐阜薬科大学 京都産業大学 東京工科大学 明治薬科大学
三重大学 九州工業大学 北九州市立大学 京都薬科大学 東京工芸大学 酪農学園大学
山形大学 京都工芸繊維大学 京都府立大学 久留米大学 東京慈恵会医科大学 立教大学
山口大学 高知大学 富山県立大学 甲南大学 東京女子医科大学 龍谷大学
横浜国立大学 埼玉大学 奈良県立医科大学 神戸学院大学 東京電機大学
大阪市立大学 佐賀大学 名古屋市立大学 神戸薬科大学 東京都市大学
大阪府立大学 滋賀医科大学 愛知医科大学 埼玉医科大学 東京農業大学
首都大学東京 電気通信大学 愛知学院大学 埼玉工業大学 東京薬科大学
横浜市立大学 東京海洋大学 愛知工業大学 産業医科大学 同志社大学
近畿大学 鳥取大学 青山学院大学 自治医科大学 東邦大学
順天堂大学 島根大学 麻布大学 芝浦工業大学 東北薬科大学
東海大学 豊橋技術科学大学 岩手医科大学 城西大学 徳島文理大学








ている学校は全体の 5.9％（51校／COC採択校 56校）であった（図表 2-5）。 
 





採択されている, 5.9% 採択されていない, 
94.1%
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































専任教員（特任教員含む）7.8名、専従職員 5.0名、年間運営予算 4915万円であった。 
学校種別にみると、専任教員（特任教員を含む）に関しては公立大学が最も多く 10.2名であり、私
立大学は 9.4名、国立大学は 5.0名であった。専従職員数に関しては国立大学が最も多く 9.8名で最



















































































































































図表 3-11 社会・地域貢献に関する学内の取組状況の把握（単一回答） 
 














































































































































































































































































比率がそれぞれ約 4分の１を占めており、計画が未整備な大学が比較的多く見られた（図表 3-14）。 
 


































































台」の 17.5％であり、平均 40.2％であった。学校種別にみると、国立大学では、「80％台」が 13.6％
と最も多いが、回答は分散していた。平均は 49.7％であった。公立大学では「50％台」が 19.7％と最
も高く、平均 58.4％と学校種別の中で最も高かった。私立大学と高等専門学校では 30％未満の回答が

























































































図表 3-16 社会・地域貢献活動に参加する教員の割合【大学規模別】 
 
 































































































































































































































































































２未満であり組織が小さいため評価組織が 1～2階層だった（図表 3-20）。 
 
























































































に結びつかない」は全体より 10ポイント以上高い回答比率であった（図表 3-21）。 
 




48.7% 46.5% 45.4% 37.5% 30.6% 27.6% 27.6% 25.3% 19.0% 18.6% 15.9% 15.4% 8.8% 7.0% 6.8% 5.9%
63.5% 66.2% 56.8% 41.9% 43.2% 35.1% 10.8% 32.4% 16.2% 35.1% 27.0% 12.2% 8.1% 9.5% 12.2% 2.7%
62.7% 31.3% 59.7% 31.3% 43.3% 28.4% 13.4% 26.9% 7.5% 16.4% 11.9% 4.5% 7.5% 7.5% 7.5% 4.5%
48.4% 45.2% 40.6% 39.9% 27.2% 30.1% 32.5% 26.5% 21.9% 17.6% 16.1% 18.7% 8.7% 7.4% 6.2% 5.9%
35.6% 44.6% 41.9% 35.6% 24.3% 20.3% 32.4% 17.1% 19.8% 16.2% 9.0% 13.1% 7.7% 5.9% 5.9% 8.6%










学生へ の教育に結びつかない学校として取組むテーマを打ち出すことが難しい適切な連携先が見つからない教員の研究活動に結びつかない 特になし教員が社会・ 地域貢献の取組に忙殺される 社会・ 地域貢献を担当する専門組織がない社会・ 地域貢献を担当する組織運営による学内の統括が難しい インセンティブの欠如により教員の参加意欲が低い学校としての戦略がない社会や地域の求めるニーズに学校が対応できない職員が不足している充分な収入や外部資金を確保できない教員が不足している教員に対する評価の基準がない その他
3.1% 11.6% 5.9% 4.6% 6.3% 5.7% 9.4% 2.3% 2.3% 1.8% 2.0% 2.4% 0.5% 0.9% 2.2% 5.5%
5.4% 20.3% 9.5% 2.7% 12.2% 12.2% 1.4% 4.1% 2.7%
1.4%
1.4% 1.4% 2.7%
9.0% 10.4% 9.0% 1.5% 7.5% 3.0% 9.0% 1.5% 1.5% 3.0% 1.5% 1.5% 4.5% 3.0%
2.1% 10.2% 3.8% 5.7% 5.3% 5.3% 11.3% 2.5% 1.5% 1.7% 2.8% 2.5% 0.4% 1.3% 2.5% 5.5%
1.4% 11.7% 5.9% 4.1% 4.1% 5.0% 9.9% 1.8% 3.6% 1.8% 1.4% 3.2% 0.5% 1.4% 8.6%











保できないとの回答が最も多く、特に 5000名以上の大規模大学ではその比率が高かった（図表 3-22）。 
 




51.6% 46.1% 44.5% 39.3% 30.9% 30.5% 28.0% 27.2% 19.5% 19.5% 17.1% 16.4% 8.5% 7.7% 7.2% 5.4%
51.5% 40.4% 53.5% 33.3% 17.2% 14.1% 24.2% 18.2% 19.2% 14.1% 8.1% 15.2% 6.1% 4.0% 4.0% 7.1%
49.0% 49.0% 50.0% 32.7% 35.7% 25.5% 32.7% 21.4% 20.4% 21.4% 14.3% 11.2% 8.2% 8.2% 6.1% 5.1%
48.4% 46.5% 40.7% 38.2% 33.1% 31.3% 29.1% 26.5% 17.8% 16.7% 17.5% 14.9% 6.9% 8.0% 6.5% 5.8%
52.3% 48.8% 39.5% 45.3% 32.6% 40.7% 25.6% 33.7% 22.1% 23.3% 24.4% 20.9% 10.5% 9.3% 11.6% 3.5%













学生へ の教育に結びつかない学校として取組むテーマを打ち出すことが難しい適切な連携先が見つからない教員の研究活動に結びつかない 特に し教員が社会・ 地域貢献の取組に忙殺される 社会・ 地域貢献を担当する専門組織がない社会・ 地域貢献を担当する組織運営による学内の統括が難しい インセンティブの欠如により教員の参加意欲が低い学校としての戦略がない社会や地域の求めるニーズに学校が対応できない職員が不足している充分な収入や外部資金を確保できない教員が不足している教員に対する評価の基準がない その他
3.3% 11.4% 5.0% 4.9% 6.4% 5.9% 9.8% 2.3% 1.8% 2.0% 2.3% 2.3% 0.3% 1.1% 2.8% 4.9%
4.0% 11.1% 8.1% 3.0% 4.0% 2.0% 3.0% 3.0% 3.0% 2.0% 1.0% 2.0% 2.0% 1.0% 6.1%
1.0% 14.3% 4.1% 7.1% 6.1% 7.1% 14.3% 1.0% 1.0% 3.1% 2.0% 3.1% 1.0% 5.1%
3.3% 10.2% 4.0% 4.0% 7.6% 5.5% 11.3% 1.8% 2.5% 2.2% 1.8% 2.5% 0.7% 0.7% 3.3% 5.5%
4.7% 11.6% 7.0% 4.7% 5.8% 8.1% 9.3% 4.7% 5.8% 1.2% 3.5% 5.8% 3.5%




















75.0% 75.0% 75.0% 25.0% 25.0% 50.0% 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 50.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0%
72.7% 54.5% 54.5% 81.8% 45.5% 36.4% 18.2% 45.5% 9.1% 27.3% 27.3% 18.2% 27.3% 18.2% 27.3% 9.1%
60.9% 56.5% 56.5% 34.8% 47.8% 43.5% 13.0% 39.1% 13.0% 30.4% 26.1% 8.7% 8.7% 4.3% 13.0% 4.3%









学生へ の教育に結びつかない学校として取組むテーマを打ち出すことが難しい適切な連携先が見つからない教員の研究活動に結びつかない 特になし教員が社会・ 地域貢献の取組に忙殺される 社会・ 地域貢献を担当する専門組織がない社会・ 地域貢献を担当する組織運営による学内の統括が難しい インセンティブの欠如により教員の参加意欲が低い学校としての戦略がない社会や地域の求めるニーズに学校が対応できない職員が不足している充分な収入や外部資金を確保できない教員が不足している教員に対する評価の基準がない その他
25.0% 25.0% 25.0%
18.2% 18.2% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1%
4.3% 13.0% 13.0% 4.3% 4.3% 8.7% 4.3% 4.3% 4.3% 4.3% 4.3%


























































































































































































































































































































今後注力 671 205 639 59 602 133 492 8 460 29 397 0 372 68 353 74 345 15 317 10 218 29 132 1 86 3 35 13
現在取組 662 146 817 84 611 85 741 14 554 25 638 4 411 61 377 69 424 8 583 4 224 22 227 1 110 3 40 4
増減 9 59 -178 -25 -9 48 -249 -6 -94 4 -241 -4 -39 7 -24 5 -79 7 -266 6 -6 7 -95 0 -24 0 -5 9
増減指数 1.01 1.40 0.78 0.70 0.99 1.56 0.66 0.57 0.83 1.16 0.62 0.00 0.91 1.11 0.94 1.07 0.81 1.88 0.54 2.50 0.97 1.32 0.58 1.00 0.78 1.00 0.88 3.25
今後注力 65 18 51 2 58 6 43 0 47 2 44 0 56 8 62 17 56 3 38 1 36 3 30 0 19 0 7 2
現在取組 67 19 74 3 70 5 68 0 60 3 66 0 62 6 55 14 65 3 65 0 42 2 54 0 35 1 6 2
増減 -2 -1 -23 -1 -12 1 -25 0 -13 -1 -22 0 -6 2 7 3 -9 0 -27 1 -6 1 -24 0 -16 -1 1 0
増減指数 0.97 0.95 0.69 0.67 0.83 1.20 0.63  0.78 0.67 0.67  0.90 1.33 1.13 1.21 0.86 1.00 0.58  0.86 1.50 0.56  0.54 0.00 1.17 1.00
今後注力 57 20 47 1 51 5 33 1 32 1 40 0 33 5 40 9 35 4 17 0 29 3 13 0 7 0 3 3
現在取組 60 18 65 2 48 6 64 1 48 1 61 0 44 6 42 7 44 2 43 0 35 4 25 0 8 0 3 0
増減 -3 2 -18 -1 3 -1 -31 0 -16 0 -21 0 -11 -1 -2 2 -9 2 -26 0 -6 -1 -12 0 -1 0 0 3
増減指数 0.95 1.11 0.72 0.50 1.06 0.83 0.52 1.00 0.67 1.00 0.66  0.75 0.83 0.95 1.29 0.80 2.00 0.40  0.83 0.75 0.52  0.88  1.00  
今後注力 369 124 343 26 330 82 274 3 248 19 216 0 178 23 177 29 180 8 163 4 120 22 60 0 55 2 17 5
現在取組 362 76 445 44 329 51 393 8 292 11 346 3 190 19 202 33 222 2 320 3 123 16 99 1 59 1 20 1
増減 7 48 -102 -18 1 31 -119 -5 -44 8 -130 -3 -12 4 -25 -4 -42 6 -157 1 -3 6 -39 -1 -4 1 -3 4
増減指数 1.02 1.63 0.77 0.59 1.00 1.61 0.70 0.38 0.85 1.73 0.62 0.00 0.94 1.21 0.88 0.88 0.81 4.00 0.51 1.33 0.98 1.38 0.61 0.00 0.93 2.00 0.85 5.00
今後注力 143 37 159 27 132 37 118 4 102 6 78 0 75 25 35 4 43 0 73 2 30 1 5 0 3 0 5 3
現在取組 131 30 188 30 119 22 175 5 114 8 125 1 85 22 42 1 50 0 122 1 22 0 9 0 4 0 10 1
増減 12 7 -29 -3 13 15 -57 -1 -12 -2 -47 -1 -10 3 -7 3 -7 0 -49 1 8 1 -4 0 -1 0 -5 2
増減指数 1.09 1.23 0.85 0.90 1.11 1.68 0.67 0.80 0.89 0.75 0.62 0.00 0.88 1.14 0.83 4.00 0.86  0.60 2.00 1.36  0.56  0.75  0.50 3.00
今後注力 37 6 39 3 31 3 24 0 31 1 19 0 30 7 39 15 31 0 26 3 3 0 24 1 2 1 3 0
現在取組 42 3 45 5 45 1 41 0 40 2 40 0 30 8 36 14 43 1 33 0 2 0 40 0 4 1 1 0
増減 -5 3 -6 -2 -14 2 -17 0 -9 -1 -21 0 0 -1 3 1 -12 -1 -7 3 1 0 -16 1 -2 0 2 0




















































































































































あるとの回答が 95.5％であり、各種別で 9割以上の学校で公的支援が必要と回答している（図表 3-27）。 
 

















































































































































































































































































































































































「参加している」が 96.7％であった。学校種別にみると、すべての種別で 95％以上だった。 
行政基準・計画づくりへは「参加している」が 56.0％と委員会への参加に比べ少なかった。学校種
別にみると、国立大学で 3分の 4以上、公立大学と私立大学で 6割以上が参加していた。一方短期大
学と高等専門学校では半数程度が参加していなかった（図表 4-1）。 
 




































































































































































































































































































































































自治体との協定締結状況を包括協定 2と部署・部局協定の 2 つ分けてみると、包括協定については
締結が 1～2件が全体の半数以上となっており、平均締結数は 2.78件であった。一方、締結が無いケ
ースも 13.4％でみられた。学校種別でみると、国立大学では 6 件以上の学校が最も多く（23.1％）、
包括協定を締結していない学校は少数であった（3.1％）。また、国立大学１校当たりの平均締結数は
6.67件と他学校種別に比べ多かった。公立大学、私立大学、短期大学、高等専門学校についてみると
締結数が 1件との回答が最も多く 4割前後を占めていた。また平均締結件数は 2件前後であった。 
部署・部局協定数については、締結していない学校が 6割と最も多く、平均締結数は 1.56件であっ
た。学校種別でみると、国立大学では締結していない学校が 4 割と最も多かったが、6 件以上との回



































































































































































































































































も、締結なし（0 件）との回答が最も多く、平均締結件数も 1 件未満であった。都道府県との部署・





























































































































































































































































































































































81.7% 80.4% 74.6% 67.2% 60.2% 39.3% 14.7% 9.5% 1.1%
95.8% 76.1% 90.1% 66.2% 70.4% 32.4% 28.2% 19.7% 2.8%
86.4% 78.8% 77.3% 62.1% 65.2% 34.8% 16.7% 4.5%
83.5% 80.4% 77.3% 66.8% 60.1% 44.3% 15.7% 9.3% 0.8%
69.6% 82.6% 55.9% 68.9% 54.0% 36.0% 5.6% 9.9% 0.6%


































74.2% 41.7% 30.3% 16.5% 14.4% 7.8% 3.0% 11.1%
77.5% 36.6% 43.7% 23.9% 26.8% 22.5% 5.6% 8.5%
74.2% 31.8% 30.3% 12.1% 15.2% 9.1% 7.6% 12.1%
76.5% 43.0% 30.9% 16.8% 14.4% 6.7% 1.8% 10.1%
67.7% 47.8% 23.0% 14.3% 10.6% 4.3% 2.5% 15.5%




























































































図表 5-2 専門人材の継続的な育成テーマ(複数回答) 
 














































































































教員 24.4名）、「医療・看護・福祉」（受講者 424.0名/教員 22.8名）の順に多い（図表 5-4）。 
 





平均 回答数 平均 回答数 平均 回答数 平均 回答数
教育・教員研修 12.4 N=196 5.6 N=184 507.5 N=228 24.4 N=213
医療・看護・福祉 6.9 N=159 5.0 N=172 424.0 N=200 22.8 N=189
経営学(MBA)、起業、会計、
その他ビジネス関連
67.4 N=82 2.3 N=83 235.1 N=100 9.4 N=93
ICT・コンピュータ 3.7 N=83 2.2 N=84 84.2 N=98 5.7 N=94
生産技術 5.0 N=41 2.6 N=42 165.6 N=53 12.5 N=50
技術経営（ＭＯＴ）・知的財産 2.1 N=28 1.9 N=28 83.7 N=38 7.8 N=38






















































































































































































86.5% 58.1% 55.8% 39.1% 38.1% 35.3% 21.4% 8.3% 0.2%
89.6% 64.2% 77.6% 49.3% 41.8% 40.3% 37.3% 9.0%
85.4% 52.1% 58.3% 39.6% 39.6% 43.8% 20.8% 10.4%
85.4% 56.5% 53.3% 38.2% 43.5% 32.5% 18.7% 9.3% 0.4%
87.0% 60.9% 39.1% 34.8% 33.0% 35.7% 20.0% 6.1%


























55.0% 29.2% 21.0% 19.2% 16.3% 16.1% 12.1% 5.6% 1.4% 11.1% 17.1%
56.7% 35.8% 29.9% 17.9% 17.9% 20.9% 22.4% 4.5% 1.5% 11.9% 20.9%
52.1% 31.3% 10.4% 10.4% 8.3% 12.5% 12.5% 6.3% 2.1% 12.5% 16.7%
56.1% 30.5% 23.6% 22.4% 17.5% 19.5% 9.8% 6.5% 1.2% 11.4% 14.6%
50.4% 21.7% 17.4% 14.8% 17.4% 9.6% 13.0% 3.5% 1.7% 9.6% 21.7%













という現状維持の回答が最も多かった。他方、拡大方針は 17.1％、縮小の方針は 13.7％であった。 
学校種別にみると、全種別で「これまでの実績を有するテーマを引き続き扱いたい」との回答が最
も多いが、高等専門学校では「従来扱っていなかった新しいテーマについても、人材育成を手掛けた
い」という拡大方針が 32.7％と多くみられる（図表 5-9）。 
 
































































図表 5-10 専門人材の育成に係る今後の注力分野（複数回答） 
 
 



















































































実施中 504 245 223 106 102 50 43 210
将来注力 674 340 289 172 140 93 69 152
増減数 170 95 66 66 38 43 26 -58
増減指数 1.34 1.39 1.30 1.62 1.37 1.86 1.60 0.72
実施中 67 42 26 21 14 17 13 41
将来注力 67 38 30 18 21 23 21 28
増減数 0 -4 4 -3 7 6 8 -13
増減指数 1.00 0.90 1.15 0.86 1.50 1.35 1.62 0.68
実施中 48 15 31 8 7 3 9 21
将来注力 57 17 34 15 13 4 6 16
増減数 9 2 3 7 6 1 -3 -5
増減指数 1.19 1.13 1.10 1.88 1.86 1.33 0.67 0.76
実施中 246 120 110 63 46 14 13 98
将来注力 348 169 159 113 65 29 29 71
増減数 102 49 49 50 19 15 16 -27
増減指数 1.41 1.41 1.45 1.79 1.41 2.07 2.23 0.72
実施中 115 64 55 12 19 2 3 38
将来注力 162 105 65 22 19 6 3 31
増減数 47 41 10 10 0 4 0 -7
増減指数 1.41 1.64 1.18 1.83 1.00 3.00 1.00 0.82
実施中
28 4 1 2 16 14 5 12
将来注力 40 11 1 4 22 31 10 6
増減数 12 7 0 2 6 17 5 -6


















学で 77.0％、公立大学で 44.8％、私立大学で 27.2％、短期大学で 8.6％と学校種別により大きな違い
がみられた（図表 6-1）。 
 















































10.5% 17.2% 23.9% 18.2% 57.9% 23.4% 27.3% 23.4% 24.4%
23.8% 31.0% 45.2% 33.3% 76.2% 42.9% 47.6% 28.6% 31.0%
13.6% 13.6% 22.7% 27.3% 50.0% 22.7% 27.3% 50.0% 18.2%
7.1% 11.1% 24.2% 13.1% 43.4% 20.2% 29.3% 20.2% 25.3%
50.0% 21.4% 7.1% 14.3% 28.6% 35.7%



















実施件数 33.6件、対応教員数は 18.1人であった（図表 6-4）。 
 
図表 6-4 コンサルティングや技術指導等の件数・担当教員数[1校当たり平均値]3 
 
  
                                                   
3 受付を通さないで対応したものもあるため、対応件数が受付件数より多いものがある。 









































































平均値 件数 平均値 件数 平均値 件数
人文科学 0.7 N=10 0.7 N=7 1.0 N=5
教育学・保育学 2.1 N=63 3.9 N=34 6.5 N=27
社会科学 8.0 N=22 8.7 N=19 4.4 N=18
理学 4.1 N=18 4.1 N=14 3.9 N=11
工学 32.6 N=84 33.6 N=77 18.1 N=76
農林水産学 21.5 N=26 20.7 N=25 12.0 N=25
医歯薬学 7.1 N=23 6.8 N=22 40.8 N=8
看護・福祉学 4.8 N=16 5.1 N=14 4.4 N=14






























































































では無償対応が 83.0％であった（図表 6-6）。 
 









































「医学・歯学・薬学」（合算値 33.1％）の順であった（図表 6-7）。 
 

















































































































































































































































































































77.9% 71.2% 70.1% 65.5% 50.5% 40.2% 35.2% 13.2% 12.5% 1.8% 0.4%
100.0% 71.9% 91.2% 59.6% 35.1% 29.8% 29.8% 8.8% 19.3% 3.5%
93.3% 66.7% 66.7% 70.0% 56.7% 26.7% 23.3% 10.0% 13.3% 3.3%
69.5% 73.4% 60.9% 62.5% 55.5% 46.9% 39.1% 13.3% 11.7% 0.8% 0.8%
36.8% 78.9% 42.1% 73.7% 73.7% 47.4% 57.9% 31.6% 21.1%





























48.8% 38.4% 35.6% 33.1% 27.0% 26.3% 23.8% 21.7% 21.0% 17.1% 13.2% 11.7% 3.2% 5.7% 6.8%
50.9% 45.6% 47.4% 24.6% 36.8% 19.3% 21.1% 28.1% 22.8% 10.5% 10.5% 10.5% 5.3% 8.8% 10.5%
46.7% 23.3% 33.3% 20.0% 23.3% 33.3% 20.0% 10.0% 13.3% 23.3% 6.7% 13.3% 3.3% 3.3% 6.7%
49.2% 36.7% 28.9% 42.2% 25.8% 28.9% 32.8% 17.2% 18.0% 21.1% 14.1% 13.3% 2.3% 6.3% 7.8%
47.4% 26.3% 21.1% 57.9% 15.8% 26.3% 26.3% 21.1% 26.3% 15.8% 10.5%



































































































http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/daigaku/1288601.htm （閲覧 2014年 7月 1日） 
文部科学省（2013）「大学等における産学連携等実施状況について」 


































































































【 調査実施に関するお問合せ先 】 
○株式会社 リベルタス・コンサルティング 































 【Ｆ１】 貴学の設置者形態をお選びください。(1つに○をご記入ください) 






















19．その他（              ）  
 
【Ｆ３】 貴学の教職員数及び学生数をお答えください。(平成 25年 4月 1日現在) 
①専任教員数   名  ③学生数（学部生）    
※①のうち特任教員数   名  ④学生数（大学院生）    
②職員数   名     
  ※高専・短期大学の場合は全ての所属学生数を③欄にご記入ください 
 













































14．その他（                ） 
 





















































それ以外の方は問 5 へお進みください。  
【問 4-1】 貴学における（産学連携を含む）社会・地域連携を統括する、全学的な組織の教職員数と年間運営費についてそれぞ
れご記入ください。a.b.のいずれか（または両方）における①「組織の有無」で「２．ある」と選んだ方はご回答くださ
い。（平成 25年 4月 1日現在。なお、組織が複数ある場合は合計の数値をご記入ください） 
但し、かかる組織が学部や事務局の予算・人員配置の一部となっていて、切り分けることが難しい場合は、問 4に回答い
ただかず、問 5以降の設問にお答えください。 
ア：専任教員数   名  ウ：専従職員数   名  
イ：専任教員のうち  
特任教員数  
 名  エ： 25 年度の年間運営予算   円  



























 円   
円   
b .産 学 連 携 以
外 の 社 会・





 円   
円   
 





























４．その他（                ） 








６． 3～ 5 以外の役職の学内教員  
７．外部評価者  
８．その他（                ） 
 
















15．その他（                 ）  
16 .  特になし  






６．その他（                ）  
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14．その他（                ） 
 














１．必要である             ２．必要ではない  







a:資金的な支援  １  ２  ３  
b:公的機関・関係者とのネットワーク構築のための支援  １  ２  ３  
c:民間企業とのネットワーク構築のための支援  １  ２  ３  
d:社会・地域貢献のノウハウの提供  １  ２  ３  
e:社会・地域貢献に関する専門人材の育成支援  １  ２  ３  
f :社会・地域貢献に関する評価基準の提供  １  ２  ３  
g:その他（                    ）  １  ２  ３  
 




































      
※②③のご記入にあたっては、コマ数ではなく講座数をご記入いただく点にご注意ください。 
 





































a. 生産技術 1     1 
b. 技術経営（ＭＯＴ）・知的財産 2     2 





  4 
e. 教育・教員研修 5     5 
f .医療・看護・福祉 6     6 
g.その他（具体的に： 
              ） 
7 
  
  7 
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８．その他（                ）  












９ .  収支が赤字の講座・講習会が多い  























【問 26】 貴学の教職員は、行政の各種委員会参加や行政の基準・計画づくりに参加していますか。(１つに○) 
１．参加している  
２．参加していない  →【問 30】へ  
３．参加しているかどうか把握していない  →【問 30】へ  
 
【問 27】①平成 24年度における貴学の教職員の、 a.国や自治体が行う委員会等の参加、b. 行政の基準・計画づくりへの参
画の有無についてお答え下さい。(それぞれ１つに○) 
「１．している」とお答えの場合は、②参加・参画数、③参加・参画している分野、④活動地域（委員会の実施


























１  2 3 4 5 6 7 8  １  2 3 4 5 6  






６ .文化・芸術  
７．環境・ごみ  
8．その他  











【問 28】 貴学で連携協定を締結している自治体数は何件ですか。それぞれご記入ください。（平成 25年 4月 1日現在） 
 包括協定 部署・部局協定＊ 合計 
都道府県    
市区町村 学校本部の所在する 
都道府県内の市区町村 
   
上記以外の都道府県の 
市区町村 
   






























７．その他（                                   ）  
８．特になし .  
ここからは貴学における、民間企業等へのコンサルティングや技術・学術指導・技術相談についておたずねします。産学（官）
連携をご担当の方など、該当領域をご担当の方にご協力いただけますようお願いいたします。 








































a,人文科学 １ １    
b.教育学・保育学 ２ ２    
c.社会科学 ３ ３    
d.理学 ４ ４    
e.工学 ５ ５    
f.農学・林学・水産学 ６ ６    
g..医学・歯学・薬学 ７ ７    
h.看護・福祉学 ８ ８    
i.その他 
（       ） 
９ ９    
 
【問 35】 貴学では企業等に対してコンサルティングや技術（学術）指導を行う際、費用を徴収していますか。 
(あてはまるものすべての番号に○をご記入ください) 
１．原則として有償     ２．一部有償で対応している     ３．無償で対応している  
 
【問 36】 貴学では企業等に対してコンサルティングや技術（学術）指導を行う際、どのような体制を構築していますか。 























【問 38】 貴学が「企業のコンサルティング・指導ニーズが高い」考えるテーマはどれですか。上位 3件を順にご記入ください。 









９．その他（           ） 
      ＜解答欄＞ 
最もニーズが高いテーマの番号 2番目にニーズが高いテーマの番号 3番目にニーズが高いテーマの番号 

























10．その他（                ）  

















14．その他（                                   ）  
15.  特になし  
質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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